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特定都市河川指定の経緯

資料－１
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被害対象を減少させるための対策
・より災害リスクの低い地域への居住の誘導
・水災害リスクの高いエリアにおける建築物構造
の工夫

被害の軽減・早期復旧・復興のための
対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・中高頻度の外力規模（例えば、1/10,1/30など）の浸水
想定、河川整備完了後などの場合の浸水ハ
ザード情報の提供

○ 気候変動による災害の激甚化・頻発化を踏まえ、河川管理者が主体となって行う河川整備等の事前防災対策
を加速化させることに加え、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、「流域治水」への転換を推進し、総合
的かつ多層的な対策を行う。

堤防整備等の氾濫をできるだけ防ぐ
ための対策

・堤防整備、河道掘削や引堤
・ダムや遊水地等の整備
・雨水幹線や地下貯留施設の整備
・利水ダム等の洪水調節機能の強化

加えて

まず、対策の加速化

流域治水：流域全体で行う総合的かつ多層的な水災害対策

「流域治水」への転換
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森林整備・治⼭対策

⽔⽥貯留 ため池等
の活⽤

⾬⽔貯留施設
の整備バックウォータ―

対策

排⽔機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸⽔対策

海岸保全施設の整備

⾬⽔貯留・排⽔
施設の整備

堤防整備・強化

遊⽔地整備

河道掘削

治⽔ダムの
建設・再⽣

利⽔ダム
の活⽤

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの⾼い地
域

○ 集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、
①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策
②被害対象を減少させるための対策
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]

雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]

水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]

長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]

工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]

官民連携によるTEC‐FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]

排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・
復興のための対策

「流域治水」の推進 河川での対応だけでなく、流域全体での対応へ
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特定都市河川浸水被害対策法の概要
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貯留機能保全区域
の指定

下⽔道の整備

排⽔ポンプの
運転調整

保全調整池
の指定

移転等の促進
（治⽔とまちづくりの連携）

⾬⽔貯留浸透施設
の整備（校庭貯留）

⾬⽔浸透阻害
⾏為の許可等

他の地⽅公共団体の負担
宅地内の排⽔設備に
貯留浸透機能を付加

浸⽔被害防⽌区域
の指定

河川の整備

○ 浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計画（河川管理者、下水道管理者、都道府県

知事、市町村長が共同）の策定、河川管理者等による施設整備の加速化、地方公共団体や民間事
業者等による雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出を抑制するための規制、水害リスクを踏まえ
たまちづくり・住まいづくり等、流域一体となった浸水被害の防止のための対策を推進

河川管理者による
⾬⽔貯留浸透施設

の整備

⾬⽔貯留浸透施設
の整備（公園貯留）

⺠間事業者等による
⾬⽔貯留浸透施設

の整備
都市計画法の
開発の原則禁⽌

建築の許可



•江の川・⾺洗川・⻄城川の３川が合流し、
⼈⼝資産が集積する三次盆地を形成
•上流沿川は主に農地が多く集落が点在

河道等の整備のみでは早期の浸⽔被害解消が困難であり、
特定都市河川の指定により、「流域治⽔」を本格的に実践

近年の⽔害、気候変動による激甚化・頻発化
を踏まえた「流域治⽔」の取組強化

江の川上流部（広島県）の特徴

•上流部では、R3.8豪⾬により⽀川合流部等で甚⼤な被害が発⽣
•中下流部(島根県域)まで狭窄部地形が続き、狭窄部の解消は困難、
上下流バランスを踏まえ下流に影響を及ぼす整備には⻑期間を要する

江の川

⻄城川
⾺洗川

江の川

三次市街地

R3.3 江の川⽔系 流域治⽔プロジェクト策定・公表
R3.5 特定都市河川浸⽔被害対策法の改正
R3.8 前線性豪⾬により、江の川⽀川多治⽐川の

決壊や内⽔を含め、浸⽔30箇所、浸⽔⼾数
603⼾の甚⼤な被害が発⽣
(上流部ではH30,R2にも浸⽔被害が発⽣)

R3.11改正特定都市河川浸⽔被害対策法の施⾏
（特定都市河川を全国の河川に拡⼤）

R4.3 特定都市河川指定に向けて関係者間で合意

⼭地
農地
宅地

R3.8豪⾬ 多治⽐川吉⽥地区の浸⽔状況

床上 床下
105⼾ 126⼾

江の川上流沿川⾃治体と国⼟交通省・広島県との
意⾒交換会（R4.2.16）

河川区間︓江の川⽔系江の川他 計43河川
流域⾯積︓670㎞2（三次市、安芸⾼⽥市、北広島町、広島市の各⼀部）

江の川（粟屋地点上流）
特定都市河川の指定
R4.7.25 指定

日本海

N

馬洗川

西城川

江の川

さいじょうがわ

ばせんがわ

ごうのかわ

神野瀬川

凡例
：0    ～100m
：100～200m
：200～500m
：500m以上
：県境
：流域界

粟屋地点

かんのせがわ

特定都市河川の指定（令和４年７月２５日 官報第782号）

江の川流域 (粟屋地点上流)
⼟地利⽤状況（H28）

あ わ や
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特定都市河川の指定（令和４年７月２５日 官報第782号）
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江の川特定都市河川及び特定都市河川流域

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図25000を複製したものです。
（測量法に基づく国土地理院長承認（複製） R 4JHF 123 本製品を複製する場合には、国土地理院の長の承認を得なければならない。）



特定都市河川の指定（令和４年７月２５日 官報第782号）
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流域水害対策協議会について

○「流域水害対策計画」の効果的な策定・実施・運用に当たり、流域関係者が参画する「流域水害
対策協議会」を組織（法第６条）

○「流域水害対策計画」に、雨水貯留浸透対策の強化（公共団体・民間による対策や緑地保全
等）、浸水エリアとその土地利用等を位置付け

（構成員）
・流域水害対策計画策定主体
・接続河川の河川管理者
・学識経験者その他の計画策定主体が
必要と認める者

（協議事項の例）
・流域水害対策計画の作成に関する協議
・計画の実施に係る連絡調整

構成員は協議結果を尊重

7

【流域水害対策協議会のイメージ】

市町村長

河川管理者

下水道管理者

都道府県
知事

接続河川の
河川管理者

学識経験者

民間事業者等
※計画策定主体が必要と認める場合

：流域水害対策計画策定主体

住民（地域の防災
リーダー等）

※計画策定主体が必要と認める場合

※計画策定主体が必要と認める場合



流域水害対策協議会について

※「河川管理者等」（法第４条参照）：指定された特定都市河川の河川管理者、当該特定都市河川流域の全部又は一部をその区域に含む都道府県及び
市町村の長並びに当該特定都市河川流域に係る特定都市下水道の下水道管理者

8

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律の施行について」（令和3年11月1日）

第一 特定都市河川浸水被害対策法関係

２．流域水害対策協議会制度について（特定都市河川浸水被害対策法第６条及び第７条関係）

（３）協議会の構成員

協議会の構成員は、特定都市河川法改正による改正後の同法第６条第２項及び第７条第２項により、河川

管理者等※及び当該特定都市河川が接続する河川の河川管理者とされている。

加えて、当該特定都市河川流域の区域の全部又は一部をその区域に含む地方公共団体に隣接する地方公

共団体の長、学識経験者その他の河川管理者等が必要と認める者を協議会の構成員とすることができること

とされている。

必要に応じて、流域水害対策計画の策定等における専門的な観点からの助言や関係者間の調整役としての

学識経験者や、雨水貯留浸透施設整備等の流域対策の促進や避難対策の実効性の向上等の観点から、流

域対策の実施を予定している民間事業者のほか、地域の防災リーダーや過去の洪水の歴史に詳しい住民等

を構成員に追加することが望ましい。



江の川水系流域治水協議会
【目的】

気候変動等による近年頻発する激甚な水害に備え、
江の川流域全体で水害被害を軽減させる治水対策
「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報
共有を目的とする。

【構成員】

江津市長、川本町長、美郷町長、邑南町長、

三次市長、安芸高田市長、庄原市長、北広島町長、

島根県 土木部長、農林水産部 次長、

広島県 北部建設事務所長、北部建設事務所 庄原支所長、

西部建設事務所長、西部建設事務所 安芸太田支所長、

農林水産局 林業課長、森林保全課長、農業基盤課長、

国土交通省中国地方整備局 浜田河川国道事務所長、

三次河川国道事務所長、土師ダム管理所長、

江の川流域治水推進室長、

農林水産省中国四国農政局 中国土地改良調査管理事務所長、

林野庁近畿中国森林管理局 広島北部森林管理署長、

国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林整備センター

中国四国整備局 広島水源林整備事務所長

【協議事項】
一 江の川流域で行う流域治水の全体像を共有・検討

二 河川における対策、流域における対策、避難・水防等に関する
対策を含む「流域治水プロジェクト」の策定と公表

三 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォロー
アップ

四 その他、流域治水に関して必要な事項

江の川流域水害対策協議会

【構成員】

広島県知事、広島市長、三次市長、安芸高田市長、

北広島町長、中国地方整備局 局長、中国四国農政局 農村振興部長、

近畿中国森林管理局 広島北部森林管理署長、中国財務局 管財部長、

広島県土地改良事業団体連合会 副会長、中井 佳絵（防災士）、

田中 貴宏（都市計画・都市防災）、内田 龍彦（河川・下水）

【協議会の実施事項】

１ 江の川流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議。

２ 上記計画の諸施策等の実施に係る連絡調整並びに実施状況の評価。

３ その他、上記計画に関して必要な事項。

流域治水協議会との連携について

中
・下
流
域

上
流
域
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江の川流域水害対策協議会 規約 

 

（名称） 

第１条 本会議は、特定都市河川浸水被害対策法第６条に基づき組織し、「江の川流域水 

害対策協議会」（以下「協議会」）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、気候変動の影響による降雨量の増加や流域の開発に伴う雨水流出量の 

増加等により浸水被害が著しい江の川流域において、流域の持つ保水・貯留機能の 

適正な維持・向上、水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫等、流 

域内のあらゆる関係者が協働した総合的かつ多層的な水災害対策の効果的かつ円滑 

な実施を図るための協議及び連絡調整を行うことを目的とする。 

 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。なお、必要に応じて代理を置 

くことができるものとする。 

   ２ 協議会には会長を置くものとし、会長は中国地方整備局長が務める。 

   ３ 協議会の招集は会長が行う。 

   ４ 会長は座長を指名し、座長に協議会の運営、進行を任せることができる。 

   ５ 協議会は、第１項によるもののほか、必要に応じて別表１の職にある者以外の者 

    の協議会への参加を求めることができる。 

   ６ 協議会は、必要に応じて部会を設置することができる。 

 

（協議会の実施事項） 

 第４条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

   ２ 江の川流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議。 

   ３ 上記計画の諸施策等の実施に係る連絡調整並びに実施状況の評価。 

   ４ その他、上記計画に関して必要な事項。 

 

（会議の公開） 

第５条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開する。ただし、審議内容によっては、 

協議会に諮り、非公開とすることができる。 

 

（協議会資料等の公表） 

 第６条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個 

人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表 

しないものとする。 

   ２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得 

た後、公表するものとする。 

 

（事務局） 

 第７条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

   ２ 事務局は、中国地方整備局三次河川国道事務所、土師ダム管理所および広島県土 

木建築局河川課で行う。 

 

（雑則） 

 第８条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続き、その他運営に関し必要な 

事項については、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

 規約は令和４年９月２７日から施行する。 

資料－２ 



 

江の川流域水害対策協議会 委員 

                       ★印は会長 

                                   ○印は座長 

 

 

  広島県知事 

  広島市長 

  三次市長 

  安芸高田市長 

  北広島町長 

 ★中国地方整備局 局長 

  中国四国農政局 農村振興部長 

  近畿中国森林管理局 広島北部森林管理署長 

  中国財務局 管財部長 

  広島県土地改良事業団体連合会 副会長 

  中井 佳絵（ボウジョレーヌプロジェクト代表） 

 ○田中 貴宏（広島大学大学院先進理工系科学研究科 建築学プログラム  

都市・建築計画学研究室 教授） 

  内田 龍彦（広島大学大学院先進理工系科学研究科 社会基盤環境工学  

        水工学研究室 准教授） 

（敬称略） 

 

（別表１） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

流域水害対策計画の策定について

資料－３

令和４年９月２７日



１．江の川流域の概要

河口からの距離
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流域の概要

■山陰と山陽を隔てる中国山地を貫流し、広島・島根の２県をまたぐ流域面積 3,900km2の中国地方最大
の河川で、別名「中国太郎」と呼ばれる。

■河口の狭小な沖積平野と上流盆地に人口資産が集中している。その間の中下流部の山間狭窄部には
河岸段丘に小集落が点在している。

江の川流域の土地利用割合

土地利用

■流域の土地利用は約94％が
山地、約5％が田畑等で宅地
等は1％である。

■人口資産は河口部の江津市
と上流三次盆地の三次市周
辺に集積している。

地形特性 ■三次盆地で同規模の川（江の川・馬洗川・西城川）が合流し、中下流の
山間狭窄部は洪水時に水位が 急上昇する。

■中流部は狭窄部であるため、洪水時に急激に水位が上昇し、高い堤
防が必要である。
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堤防整備率

中下流部

■中下流部の堤防整備率は上流部に比べて低い。
■中流部の狭窄部により、上流部の三次盆地は内水被害が多発している。

上流部

島根県

馬洗川流域
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神野瀬川

上下川
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▲

江の川上流部流域

日本海

川平地点

広島県

流域図

1
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：市街地等
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流域界

支川流域界

県 境
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国道
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瀬戸内海 

広島県 

島根県 

岡山県 

山口県 

江の川水系 

鳥取県 江の川 

日本海 

流域面積（集水面積） 3,900km
2

幹川流路延長 194km

流域内人口 約18万人

想定氾濫区域面積 約105km
2

想定氾濫区域内人口 約5万人

出典：平成22年河川現況調査結果



２．これまでの主な洪水と既定計画

尾関山 約5,700m
3
/s

江津（川平） 約7,300m
3
/s

－
126戸

流量

家屋全半壊・一部損壊
家屋浸水

昭和20年9月（枕崎台風） （出典：広島県災異史 島根の気象百年）
被災家屋 1,330戸、死者1,239名 （S20は県下全域の被害）

昭和40年7月洪水 （出典：水害統計S20、S47を除く）
尾関山流量 4,800m3/s
全壊・半壊・流出家屋 100戸、浸水家屋 4,586戸 （S40以降は流域内の被害）

昭和47年7月（梅雨前線） （出典：昭和47年7月豪雨災害史）
尾関山流量 6,900m3/s 江津（川平）流量 10,200m3/s
家屋全半壊・一部破損 3,960戸、浸水家屋 14,063戸
死者 22名、行方不明者 6名

昭和49年3月 土師ダム竣工
昭和58年7月洪水（前線）

尾関山流量 4,600m3/s、江津（川平）流量 7,500m3/s
家屋全半壊・流失 206戸、浸水家屋 3,517戸
死者 5名、行方不明者 3名

平成11年6月洪水（前線）
尾関山流量 5,300m3/s、江津（川平）流量 6,300m3/s 浸水家屋 288戸

平成18年7月（梅雨前線）
尾関山流量 3,400m3/s、江津（川平）流量 6,700m3/s  浸水家屋：153戸

平成18年9月（台風）
尾関山流量 2,400m3/s、江津（川平）流量 3,200m3/s
家屋全半壊・流失 3戸、浸水家屋：253戸

平成18年11月 灰塚ダム竣工

平成22年7月（前線）
尾関山流量 3,700m3/s、江津（川平）流量 5,800m3/s  浸水家屋：57戸

平成30年7月（前線）
尾関山流量 6,400m3/s、江津（川平）流量 8,800m3/s  浸水家屋：550戸

令和２年7月（前線）
尾関山流量 5,700m3/s、江津（川平）流量 7,300m3/s  浸水家屋：126戸

令和３年８月（前線）
尾関山流量 3,500m3/s、江津（川平）流量 6,200m3/s  浸水家屋：619戸

被害の状況

昭和47年7月豪雨

・三次市街地をはじめ、

全川で甚大な被害

昭和58年7月洪水

・江の川中下流部の各所で

甚大な被害

平成30年７月豪雨

江の川における主な洪水と既定計画

平成19年11月 河川整備基本方針の策定
基準地点：尾関山（1/100年）、江津（1/100年）
基本高水のピーク流量：尾関山 10,200m3/s、江津 14,500m3/s
計画高水流量：尾関山 7,600m3/s、江津 10,700m3/s

昭和28年 直轄改修工事に着手
基準地点：尾関山 計画高水流量：5,800m3/s

昭和41年 工事実施基本計画の策定
(1級水系指定、直轄事業の着手)
基準地点：尾関山（1/80年）
基本高水のピーク流量：7,600m3/s
計画高水流量：5,800m3/s          ※既定計画（昭和28年）を踏襲

昭和48年 工事実施基本計画の改定
基準地点：尾関山（1/100年）、江津（1/100年）
基本高水のピーク流量：尾関山 10,200m3/s、江津 14,200m3/s
計画高水流量：尾関山 7,600m3/s、江津 10,700m3/s
※流域の社会的、経済的発展に鑑み計画規模を1/100とする 計画に改定

 昭和47年7月豪雨によって、馬洗川の左岸堤防が越水破堤するなど三次市街地をはじめ
とする江の川流域全域に戦後最大の被害をもたらした。

 昭和58年7月洪水、平成22年７月洪水、平成30年7月豪雨、令和２年７月豪雨等、浸水被
害が発生している。

 令和３年８月豪雨では、多治比川の右岸堤防が破堤するなど安芸髙田市街地をはじめと
する江の川上流部に甚大な浸水被害が発生した。

三次市十日市地区

江津市桜江町

三次市三次町

平成28年２月 河川整備計画の策定
基準地点：尾関山（1/40年）、江津（1/40年）
整備計画目標流量（洪水調節前）：尾関山 7,800m3/s、江津 11,100m3/s
整備計画目標流量（洪水調節後）：尾関山 6,800m3/s、江津 10,400m3/s

・江の川下流部を中心に、

全川で甚大な被害

尾関山 約6,900m3/s

江津（川平） 約10,200m3/s

3,960戸

14,063戸

流量

家屋全半壊・一部損壊

家屋浸水

尾関山 約4,500m3/s

江津（川平） 約7,500m3/s

206戸

3,517戸

流量

家屋全半壊・一部損壊

家屋浸水

尾関山 約6,400m3/s

江津（川平） 約8,800m3/s

-

550戸

流量

家屋全半壊・一部損壊

家屋浸水

江津市松川町

三次市十日市

令和２年７月豪雨

・江の川下流部を中
心に、全川で甚大
な被害

江津市桜江町 川本町谷戸

令和３年８月豪雨

尾関山 約3,500m
3
/s

江津（川平） 約6,200m
3
/s

－
619戸

流量

家屋全半壊・一部損壊
家屋浸水

・江の川上流部を中
心に、甚大な被害

安芸髙田市高田原安芸髙田市内堀
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３．「流域治水」の推進

3

江の川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】



４．江の川中下流における流域治水の取組

各地域の意向に沿った整備の進め方

説明会の開催

治⽔とまちづくり連携計画
（江の川中下流域マスタープラン）

の策定

速やかな事業実施と早期の完成

住民説明会の開催

各地区の個別設計計画の検討・提示
（治水・生活・生業・まちづくりのあら
ゆる観点を考慮した地区図面の作成）

地区別の事業計画決定

個別説明・用地交渉

国 県 市
町推進室が連携して実施

治
⽔
と
ま
ち
づ
く
り
連
携
計
画
︵
江
の
川
中
下
流
域
マ
ス
タ
ổ
プ
ラ
ン
︶
の
更
新

アンケートの実施

住⺠の意向把握

【地区別計画策定に向けての方針】

 江の川沿川の早期の安全確保を目標に、各地区において最適な整備案を
提案

 治水対策を基本としたまちづくり計画を、生業や生活、災害時の避難等
様々な観点から提案

 現在事業中箇所については早期の完成を目指すと共に、近年の再度災害
防止のため、防災対策を強化

 アンケート調査や住民説明会により合意形成を図り、住民意見を踏まえた
上で、早期の治水整備・まちづくりを進める

 江の川は地形的特性による堤防整備の遅れている。一方、人口減少により、従来の治水対策による整備進捗も難しい。
 このため、江の川流域治水推進室（国土交通省中国地方整備局、島根県、江津市、川本町、美郷町、邑南町）が策定主体となり、あら

ゆる関係者の協働により将来世代まで住み続けられる江の川中下流域を目指す共通指針である『治水とまちづくり連携計画（江の川中
下流域マスタープラン）【第1版】』を令和4年3月30日に公表しました。

 『治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン）【第1版】』では江の川中下流域としての方針及び将来像、河川整備とまち
づくりを関連付けた対策イメージを具体的にとりまとめました。本計画を礎として、河川整備とまちづくりの一体的な推進に向けて、地区
別の具体計画を立案します。

治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン【第1版】）
策定及び事業実施までの流れ

【計画決定から事業まで】
治水とまちづくり連携計画

（江の川中下流域マスタープラン）の策定【国・県・市町】

将来世代まで住み続けられる地域を目指して

〇沿川の災害リスク、人口・経済等の分析

〇将来イメージの策定（全体、地区別、等）

〇地域住民の意向調査（将来の住まい方、転居希望の有無等）

〇実施手順や事業手法の検討等

〇地区別計画の将来イメージを具体化するため、集落や自治会単位で説明会、意
見交換会を実施

○住民の意向を把握するため、アンケート調査を実施

〇地区別の設計計画の検討、提示

まちづくりと一体の河川整備実施

地区別計画の立案【国・県・市町】

4



江
津
市
の
取
り
組
み

美
郷
町
の
取
り
組
み

「治⽔とまちづくり連携計画」
主な治⽔対策実施地区

⾕地区の対策イメージ
（かさ上げによる宅地造成）

港地区の対策イメージ
（防災集団移転先の⾼台造成地）

⽥野地区 現地説明会

⻑良地区 ワークショップ

川
本
町
の
取
り
組
み 計画説明会 個別⾯談

各地区住⺠と話し合い、協議を重ねなが
ら、治⽔とまちづくり計画を策定、実施
各地区住⺠と話し合い、協議を重ねなが
ら、治⽔とまちづくり計画を策定、実施

４．江の川中下流における流域治水の取組

5



6

５．江の川上流における取組

浸⽔対策重点地域緊急事業等【江の川⽔系多治⽐川】浸⽔対策重点地域緊急事業等【江の川⽔系多治⽐川】



６．特定都市河川浸水被害対策法の制度・施策等

7

貯留機能保全区域の指定

保全調整池の指定

下⽔道整備

排⽔ポンプの運
転調整

浸⽔被害防⽌区域の指定

⾬⽔貯留浸透施設の整備
移転等の促進

⾬⽔浸透阻害⾏為の
許可

河川改修・下⽔道等の
ハード整備

洪⽔・⾬⽔を⼀時的に貯留する機能を有する
農地等を指定できる
• 指定権者︓都道府県知事等
• 盛⼟等の⾏為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助⾔・勧告
が可能

100m3以上の防災調整池を
保全調整池として指定できる
• 指定権者︓都道府県知事等
• 埋⽴等の⾏為の事前届出を
義務化

流域で⾬⽔を貯留・浸透させ、⽔害リスク
を減らすため、公共に加え、⺠間による⾬
⽔貯留浸透施設の設置を促進する
①⾬⽔貯留浸透施設整備計画の認定
都道府県知事等が認定することで、補
助⾦の拡充、税制優遇、公共による管理
ができる制度等を創設
• 対象︓⺠間事業者等
• 規模要件︓≧30m3（条例で0.1–
30m3の間で基準緩和が可能）

②国有財産の活⽤制度
国有地の無償貸付⼜は譲与ができる
• 対象︓地⽅公共団体

⽥畑等の⼟地が開発され、⾬⽔が地
下に浸透せず河川に直接流出すること
により⽔害リスクが⾼まることがないよう、
⼀定規模以上の開発について、貯留・
浸透対策を義務付ける

• 対象︓公共・⺠間による1,000㎡※

以上の⾬⽔浸透阻害⾏為
※条例で基準強化が可能

浸⽔被害が頻発し、住⺠等の⽣命・⾝体に著しい
危害が⽣じるおそれのある⼟地を指定できる
• 指定権者︓都道府県知事
• 都市計画法上の開発の原則禁⽌(⾃⼰⽤住宅除く)
• 住宅・要配慮者施設等の開発・建築
⾏為を許可制とすることで安全性を確保

流域⽔害対策計画に位置付けられた
メニューについて、整備を加速化する
• 河道掘削、堤防整備
• 遊⽔地、輪中堤の整備
• 排⽔機場の機能増強 等

保全調整池

貯留機能保全区域

校庭貯留

河川管理者による
⾬⽔貯留浸透施設

の整備

宅地内排⽔設備に
貯留浸透機能を付加

⾬⽔浸透阻害
⾏為の許可

浸⽔被害防⽌区域

浸⽔被害防⽌区域

河川改修

公園貯留
⾬⽔貯留浸透施設
整備計画の認定

他の地⽅公共団体の負担

⾬⽔貯留浸透施設の例

浸⽔被害被害防⽌区域における
居住誘導・住まいづくりの⼯夫のイメージ

貯留機能を有する⼟地のイメージ

居室

基準
水位

住宅・要配慮者施設等の
安全性を事前許可制とする

居室の床⾯が
基準⽔位以上

浸⽔被害防⽌区域

敷地の
嵩上げ

ピロティ等

移転

被災前に安全な⼟地への
移転を推進
（防災集団移転促進事業※ 等）



法的枠組み（特定都市河川制度）を活⽤した「流域治⽔」の本格的実践
【流域治⽔対策の⽅針】
○⽀川合流部や狭窄部等の⽔害リスクの⾼い地域を有する地形特性を踏まえ、
①流出抑制対策やまちづくりと⼀体となった河川整備・内⽔対策を集中的に実施
②流域の貯留機能を最⼤限に保全・活⽤
等により、特定都市河川流域全体の取組により、安全度を早期に向上させる

② 流域の貯留機能を最⼤限に保全・活⽤
・開⼝部等の貯留機能を発揮している⼟地を保全
・⽔⽥に降った⾬をゆっくりと排⽔する「⽥んぼダム」を推進
・流域内の既存ため池の治⽔活⽤を検討 等

① 流出抑制対策やまちづくりと⼀体となった河川整備・
内⽔対策を集中的に実施
・安芸⾼⽥市中⼼部を流れる多治⽐川等において、
開発等に伴う流出の抑制や⼟地利⽤規制等とあわせて実施する
ハード整備への予算を重点化

特定都市河川浸⽔被害対策推進事業等の活⽤

開発等に伴う流出増への対策の義務化
（⾬⽔浸透阻害⾏為の許可）

リスクの低い地域への居住誘導・住まい⽅の⼯夫
（浸⽔被害防⽌区域の指定）

貯留機能を有する⼟地への盛⼟等に対する勧告等
（貯留機能保全区域の指定、指定した⼟地の減税）

⾬⽔貯留浸透施設に対する補助率嵩上げ・減税
（補助率1/3→1/2,固定資産税1/6~1/2に軽減）

⽥んぼダムを実施している⽔⽥の排⽔イメージ
出典︓「⽥んぼダム」の⼿引き（R4.4）

江の川・多治⽐川の改修（安芸⾼⽥市吉⽥地区）

江の川

多治⽐川

⾬⽔貯留施設
（三次市願万地地区）

７．江の川上流部における特定都市河川指定

8

A

A′

適⽤可能な制度



８．流域水害対策計画に定める事項について

9

 流域水害対策計画では、浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨等を踏まえ、流域分担（流域全体各々の対策が担う目標量）の検討

を行う。

 その上で、河道等の整備に加えて、流域における雨水貯留浸透対策や土地利用の方針（貯留機能を有する土地の保全、著しく危険

なエリアでの住宅等の安全性の確保）などの浸水被害防止・軽減対策を位置づける。

河川管理者主体 下水道管理者主体

河川、下水道管理者以外の者主体

一 計画期間

二 浸水被害対策の基本方針

三 都市浸水の発生を防ぐ
べき目標となる降雨

四 都市浸水想定

五 特定都市河川
の整備

六 河川管理者が
行う雨水貯留浸
透施設の整備

七 特定都市下水道
の整備

十 特定都市下水道
のポンプ施設の操
作

八 雨水貯留浸透施設の
整備その他雨水の一
時的な貯留、又は地下
への浸透

九 雨水貯留浸透施設整
備計画の認定に関する
基本的事項

十一 都市浸水想定の区
域における土地の利用

十二 貯留機能保全区域
又は浸水被害防止区域
の指定等

十三 被害の拡大を防止
するために必要な措置

流域分担の
検討



浸水範囲が縮小

緊急輸送路、避難時間の
確保、無事な帰宅、事業
継続など

浸水が解消

特定都市河川流域内において、河川整備に加え、
「貯留機能保全区域」の指定や「雨水貯留浸透施設」
の整備、「ため池の活用」等による貯留機能向上方策
を実施することで、浸水被害の防止・軽減を図る。

流域水害対策の
イメージ

貯留機能保全区域や浸

水被害防止区域に指定

・住家や避難所、公共機関、病院、事業所

の浸水による生命や財産の被害

・交通網の浸水による避難・緊急輸送路の

危険、支援物資や物流の途絶

９．「流域分担」の考え方について

10



浸水範囲が縮小

浸水が解消

氾濫

＜現状＞ ＜対策後＞

流域
対策

河川
整備

 目標とする降雨の設定

 設定した目標降雨において生じる浸水被害の想定。

 浸水被害を解消・縮小させるために必要な対策を設

定する。

○目標に対する分担のイメージ

目標

現状

○対策検討モデルイメージ

11

９．「流域分担」の考え方について

本川及び支川での氾濫
状況を想定するための
降雨－流出シミュレー
ションモデルを構築する

モデル化



三次市米丸、船所地区

安芸高田市吉田地区

堤防整備

間伐実施前 間伐実施後

森林整備実施イメージ

出典：第3回江の川水系流域治水協議協議会資料

12

砂防堰堤の整備（広能川）

土師ダム

●効果的な河川等の整備を着実に実施し、流域の治水安全度を早期に向上させる。

●既存ダムを洪水調節に最大限活用するため、事前放流等により容量を確保するなどの取組を進める。
●森林整備、治山・砂防施設の整備により、雨水や土砂の流出を抑制する。

➀氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策（河川等の整備、森林整備、治山・砂防施設の整備）

多治比川の改修

江
の
川 167k4

167k8

多治比川

167k4

167k8

167k2

河川改修

10．「対策」の考え方について



➀氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策（雨水貯留浸透施設の整備・ため池の治水利用）

【特定都市河川流域内に位置するため池（R4.4時点）：1,131箇所】

●公共施設・用地等への雨水貯留浸透施設等の整備を積極的に推進するとともに、民間事業者等が開発に伴う防災
調整池や貯留施設等を設置する際には、さらなる貯留機能を付した雨水貯留浸透施設の整備を働きかけ、流域治
水整備事業や特定都市河川浸水被害対策推進事業補助を活用しながら整備の促進を図る。

●特別緑地保全地区の指定等を含め、流域内の浸透機能を有する緑地等の土地の保全を目指す。

●既に都市公園として活用されている等、流域内の国有地の流域対策としての活用を検討する。

●放流口の改修など既存ため池の一部改良を行い、ため池の治水利用を推進する。

貯留施設整備イメージ

（三次市三次町願万地）

13

10．「対策」の考え方について

凡例
：ため池
：特定都市河川（国管理）
：特定都市河川（県管理）
：特定都市河川流域
：行政界
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●貯留機能保全区域は、都市浸水想定の区域や、施設整備後においても堤防からの越水や無堤部からの溢水及び
内水等による浸水を許容する区域について、住家の立地状況等の周辺地の利用状況、水田等の土地利用状況を考
慮した上で、当該土地の所有者の同意を得て指定するものとする。

●浸水被害防止区域は、都市浸水想定の区域及び浸水リスク（浸水深等）、整備後の状況、リスクマップ（浸水範囲と
浸水頻度の関係をわかりやすく示した地図）等も参考として、現地の地盤の起伏、土地利用形態等を考慮した上で、
住民等の意向を十分踏まえて指定するものとする。

浸水被害防止区域の指定

➁被害対象を減少させるための対策（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）
10．「対策」の考え方について

貯留機能を
有する土地

貯留機能保全区域の指定
（土地の貯留機能を将来にわたって保全する区域）

【貯留機能保全区域のイメージ】

○ 住宅・要配慮者施設等の安全性を事前確認

－住宅（非自己）・要配慮者施設の土地の開発
行為について、土地の安全上必要な措置を講ずる

－住宅・要配慮者施設の建築行為について、
・居室の床面の高さが基準水位以上
・洪水等に対して安全な構造とする

浸水被害防止区域における安全措置
（特定都市河川浸水被害対策法） （防災集団移転促進事業）

○ 災害危険区域に加え、浸水被害防止
区域、地すべり防止区域、土砂災害
特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険
区域を追加

○ 最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和

被災前に安全な土地への移転を推進

浸水被害防止区域

家屋の居室の高さを浸水が
想定される深さ以上に確保

移転

居室

基準
水位

ピロティ等

P

敷地の
嵩上げ 住宅団地

浸水被害防止区域から

被災前に安全な土地への移
転が可能となる

（がけ地近接等危険住宅移転事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域等を追加 ＜R4年度予算より＞

既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援

（災害危険区域等建築物防災改修等事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域を追加 ＜R4年度予算より＞
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③被害の軽減、早期復旧、復興のための対策

●計画を上回る降雨が発生し得ることも念頭に、被害の拡大を防止するための取組を関係者が連携して行う。
●Webツールを活用し、複数の関係首長間の情報共有を図り、早期に出水時の適切な体制を構築する。
●要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、実施義務化されている避難訓練の徹底を図るとともに、助言・勧告

制度を活用し避難確保の実効性を高める。
●住民一人ひとりが洪水ハザードマップ等を活用し、地域の水害リスクの認識や避難に必要な情報・判断・行動を把握す

るためのマイ・タイムラインの作成を促進する。

リスクコミュニケーションの充実等

10．「対策」の考え方について

●ホットラインによる河川情報提供の充実
（ＷＥＢによる情報共有）

●要配慮者利用施設の避難計画作成の促進及び避難訓練の促進支援

●住民参加型の取り組みを促進

マイ・タイムラインの作成状況

※図及び写真はイメージ

※写真はイメージ

※写真はイメージ



大谷川

権現川

恵木谷川

岩屋寺谷川

P

馬洗川

⑤排水路の改良

⑥土地利用規制

②畠敷救急内水排水機場
ポンプ増強・燃料タンク増設

排水能力3.0m3/s⇒5.0m3/sへ増強

③支川の改良

④雨水貯留施設

①河道掘削・樹木伐採

P

市事業

国事業

県事業

市民ホール「きりり」から馬洗川方面をみた
平成30年7月豪雨時の様子

馬洗川

「対策」のイメージ
（三次市：畠敷・願万地地区の事例）

雨水貯留施設整備

浸水状況（H30.7洪水）

○浸水の多発地域において浸水被
害の防止・軽減を進めるため、関係
機関が共同し、河川・排水ポンプや貯
留施設を整備しつつ、土地利用規制
などのソフト対策を推進

■ 居室の床面の高さの制限イメージ

16

10．「対策」の考え方について

：浸水範囲



11．江の川流域治水相談窓口の設置について

 江の川の特定都市河川指定に伴う流域治水対策を推進するため、三次河川国道事務所に「江の川流域治水相談
窓口」を設置しました。

 今後、雨水貯留浸透施設の整備やため池の治水利用、土地利用規制等、関係市町村等による流域治水の取り組
みに対して技術的支援を行います。

17
令和4年7月25日 三次河川国道事務所 記者発表資料（一部加筆）



各機関の取組状況・施策等紹介

資料－４

江の川流域水害対策協議会（第１回）



中国地方整備局

江の川流域水害対策協議会（第１回）

1



中国地方整備局
特定都市河川流域に係る制度・支援施策

2



 補助⾦の拡充︓補助率の嵩上げ（補助率1/3⇒1/2）（R3.11〜）
 税制優遇︓施設に係る固定資産税の課税標準を1/6–1/2の間で軽減

特定都市河川の指定により活⽤できる主な制度・⽀援 まとめ
 開発等に伴う⾬⽔流出増への対策を義務化
• ⽥畑等の⼟地が開発され、⾬⽔が地下に浸透せず河川に直接流出
することにより⽔害リスクが⾼まることがないよう、⼀定規模以上の
開発について、貯留・浸透対策を義務付け

 ⽔害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり
浸⽔被害防⽌区域の指定

貯留機能保全区域の指定

＜⾬⽔貯留浸透施設の例＞

洪⽔・⾬⽔を貯留する機能
を有する⼟地の例

 河川への⾬⽔流出を減らす・内⽔対策を⽀援
• 流域で⾬⽔を貯留・浸透させ、⽔害リスクを減らすため、公共に加え
⺠間企業等にも⾬⽔貯留浸透施設の設置を進めてもらえるよう、
補助⾦の拡充、税制優遇、⾃治体が管理できる制度等を創設

 対象⾏為︓公共・⺠間の1,000m2以上の⼟地の形質の変更 等

 指定権者︓都道府県知事等
 盛⼟等の⾏為の事前届出義務、届出内容に対し助⾔・勧告が可能
 税制優遇︓指定後３年間の固定資産税・都市計画税の課税標準を2/3–5/6の間で軽減

• 河川沿いの低地や農地等、その⼟地が元々
持つ⾬⽔等を貯留する機能を、⼟地所有者
の同意を得た上で、将来にわたって保全する

（R3.11〜）

 農地等の貯留機能を活⽤・保全

• 「居住を避ける・居住する場合にも命を守る・移転を促す」取組を推進

（R4.4〜）
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輪中堤の整備
（河川管理者）

二線堤の整備
（都道府県、市町村、民間事業者 等）

排水機場の機能増強
（河川管理者、都道府県、市町村、民間事業者 等）

遊水地の整備
（河川管理者）

堤防整備
（河川管理者）

河道掘削
（河川管理者）

雨水貯留浸透施設の整備※４

（都道府県、市町村、民間事業者 等）

河川対策 流域対策

事業
メニュー

河道掘削、堤防整備、遊水地
の整備、輪中堤の整備、
排水機場の機能増強 等

雨水貯留浸透施設※４、
二線堤の整備 等

実施主体 河川管理者
都道府県、市町村、民間事業者

等

国庫補助率 １／２ （個別補助事業）
１／３（通常）

⇒ １／２（個別補助事業）

流域治水関連法に基づく「流域治水」の本格的実践（２／４）

○ 本支川合流部や狭窄部等を有する浸水リスクの高い地域（特定都市河川流域）における早期の浸水被害軽減のため、
土地利用規制と合わせて実施する遊水地・二線堤等のハード対策に集中的に投資するための新規事業を創設。

特定都市河川流域における主なハード対策

流域治⽔整備事業（国直轄事業）の創設
既存事業を統合・リニューアルすることにより、⼟地利⽤規制等のソフト対策を含
む流域⽔害対策計画に位置付けられた国直轄事業を計画的かつ集中的に実
施し、早期に治⽔安全度を向上させる。

特定都市河川浸⽔被害対策推進事業
（個別補助事業）の創設

既存の交付⾦・個別補助事業を統合・リニューアルすることにより、⼟
地利⽤規制等のソフト対策を含む流域⽔害対策計画に位置付けら
れた都道府県・市町村・⺠間事業者等が実施する事業を計画的か
つ集中的に実施し、早期に治⽔安全度を向上させる。 総合治⽔対策特定河川事業※３

総合内⽔緊急対策事業※３

⼟地利⽤⼀体型⽔防災事業※３

流域治⽔整備事業

※３ 令和３年度以前に採択された事業は令和４年度以降も継続

事業の発展的統合

流域治⽔対策河川事業

総合治⽔対策特定河川事業

総合内⽔対策緊急事業

＜交付金事業※１＞ ＜個別補助事業＞

河川・下⽔道⼀体型豪⾬対策事業

調節池整備事業

事業間連携河川事業※２

⼤規模特定河川事業※２

※２ 特定都市河川で実施する事業を切り出し、それ以外の事業は継続して実施
※１ この他、特定都市河川で実施する事業を一部切り出す事業もある

事業の
⼀部切り出し

個別補助事業
への移⾏

特定都市河川浸⽔被害対策推進事業

※４：雨水貯留浸透施設の整備（Ｒ３年度に制度拡充）
実施主体：市町村、都道府県、民間事業者等 国庫補助率：1/2
その他支援：民間事業者等が整備する場合の固定資産税の減税
（課税標準を1/6～1/2の範囲で条例で定める範囲の割合とする）

（）内は実施主体

新規
事項

１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践[６／１５] 令和4年度
水管理・国土保全局関係
予算概要（令和4年1月）
より抜粋
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○地方公共団体のみならず、民間による雨水貯留浸透施設の整備を促進
○特に、特定都市河川流域における官民による雨水貯留浸透施設の整備に係る支援制度を強化

＜交付金による支援＞（R3.４～）
予算：国の補助率：１／３ 但し、民間企業等が実施する場合は、地方公共団体が助成する額の１／２

＜特定都市河川流域での支援＞（R3.11～）
予算：国の補助率：１／２
税制：固定資産税の課税標準を市町村の条例で定める割合※に軽減

※1/3を参酌して、1/6～1/2の範囲

注）試算上の⾦額は全て仮の⾦額です
また、⽀援の適⽤に当たっては施設の規模等の要件があります

※１ 国の補助⾦を最⼤限活⽤した場合（地⽅公共団体が設置費の２／３を助成する場合）としています
※２ ⼀級河川の指定区間⼜は⼆級河川の区間に設置される場合の国の補助は１/４を⽬安に都道府県等が

負担する場合に限るものであり、この場合、設置者負担は１/４程度となります
※３ 都道府県等の負担分は、負担額の５割について特別交付税措置を講じることとしています
※４ 市町村条例において１/６の課税標準とした場合（参酌標準︓１/３）としています

200万円

30万円

[ ⽀援無 ]
負担総額 230万円

設置費 固定資産税

設置者負担
（1/2）
100万円

[ 特定都市河川流域での⽀援 ]
最⼩約55万円程度

設置費
（国管理区間）

固定資産税

国費
（1/2）
100万円

設置者負担
（1/6）※４

約5万円
国費

（1/2）
100万円

都道府県等負担
（1/4⽬安）※３

50万円

設置者負担
（1/4程度）※２

50万円

設置費
（⼀級河川指定区間、

⼆級河川）

雨水貯留浸透施設の整備に係る支援制度 まとめ

30万円
固定資産税

[ 交付⾦による⽀援 ]
最⼩約97万円程度

設置者負担
（1/３程度)※１

67万円

設置費

国費
（1/３）※１

67万円

都道府県等負担
（1/３）※１

67万円

【平常時】 【出水時】

雨水貯留浸透施設の例

①平時の利用（例：テニスコートとして）を可能とする事例

②敷地内の地下に貯留施設を設置した事例
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貯留機能保全区域の指定に係る特例措置の創設（固定資産税・都市計画税）

都市浸水の拡大を抑制する効用があると認められる土地を貯留機能保全区域として指定した場合に、当該土地に係る固定資産税等につ
いて、指定後３年間、課税標準を２／３～５／６の範囲内で市町村の条例で定める割合とする特例措置を創設する。

施策の背景

施策の内容

○ 都市浸水の拡大を抑制する観点から、河川に隣接する低地その他の河川の氾濫に

伴い浸入した水又は雨水を一時的に貯留する機能を有する土地の区域の保全は、
流域内の治水安全度の向上に対して有効。

○「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）」
（通称「流域治水関連法」）において、当該土地を「貯留機能保全区域」として指定で
きることを新たに規定。

○ 区域指定に当たっては土地所有者の同意が必要であり、
盛土等の貯留機能を阻害する行為に対し制約を課すこと
となることから、インセンティブを高めるための負担軽減
措置が必要。

特例措置の内容

特例措置の期間

【固定資産税・都市計画税】

貯留機能保全区域の指定を受けている土地に係る固定資産税及び都市計画税について、指定後３年間、課税標準を２／３～５／６の
範囲内で市町村の条例で定める割合とする。 （参酌標準：３／４）

上記について、３年間（令和４年４月１日～令和７年３月31日） 特例措置を創設する。

洪水・雨水の貯留機能を有する土地を
「貯留機能保全区域」として指定

（貯留機能保全区域のイメージ図） （貯留機能を有する土地の例）

貯留機能を
有する土地
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 水災害の危険性の高い地域の 居住を避ける

 水災害の危険性の高い地域に

居住する場合にも命を守る

 水災害の危険性の高い地域からの 移転を促す

○災害レッドゾーンにおける自己居住用住宅以外の開発を原則禁止
※新たに、病院・社会福祉施設・ホテル・自社オフィス等の自己業務用施設の開発を原則禁止（R4.4～）

○災害レッドゾーンにおける高齢者福祉施設の新設を原則補助対象外
とする（R3年度※～）

○災害レッドゾーンを居住誘導区域から原則除外（R3.10～）

○浸水被害防止区域（災害レッドゾーンの１つ）制度を創設（R3.11～）
住宅・要配慮者利用施設の新設における事前許可制を導入

○既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援（R4年度～）

水災害リスクを踏まえた重層的な取みにより、安全なまちづくり・
住まいづくりを推進する。

※厚生労働省予算

○被災前に安全な土地への移転を推進
－居住者がまとまって集団で移転する制度※の活用（R3.11～）

※防災集団移転促進事業
住宅団地の整備・住居の移転等の費用について、約94%を国が負担（地方財政措置含む）
最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和（R2年度～）

－個別住宅を対象とした移転を支援（R4年度～）

水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり（浸水被害防止区域に係る制度）

浸水被害防止区域

家屋の居室の高さを浸水が
想定される深さ以上に確保

移転

居室

基準
水位

○ 住宅・要配慮者施設等の安全性を事前確認

－住宅（非自己）・要配慮者施設の土地の開発
行為について、土地の安全上必要な措置を講ずる

－住宅・要配慮者施設の建築行為について、
・居室の床面の高さが基準水位以上
・洪水等に対して安全な構造とする

浸水被害防止区域における安全措置
（特定都市河川浸水被害対策法）

（防災集団移転促進事業）

○ 災害危険区域に加え、浸水被害防止
区域、地すべり防止区域、土砂災害
特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険
区域を追加

○ 最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和

○ 災害レッドゾーンを立地適正化計
画の居住誘導区域から原則除外

○ 特別養護老人ホームなど高齢者福祉施
設について、災害レッドゾーンにおける
新規整備を補助対象から原則除外
＜厚生労働省にてR3年度より運用開始＞

○ 災害レッドゾーンにおける自己居住
用住宅以外の開発を原則禁止

※病院・社会福祉施設・ホテル・自社オフィス
等の自己業務用施設の開発を新たに
原則禁止とする（R4.4～）

（参考）災害レッドゾーン

・浸水被害防止区域（R3.11施行）
・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域

開発の原則禁止

居住誘導区域から原則除外

高齢者福祉施設の新設への
補助要件の厳格化

被災前に安全な土地への移転を推進

ピロティ等

P

敷地の
嵩上げ 住宅団地

浸水被害防止区域から
被災前に安全な土地への移転が可能となる

（がけ地近接等危険住宅移転事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域等を追加 ＜R4年度予算より＞

既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援

（災害危険区域等建築物防災改修等事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域を追加 ＜R4年度予算より＞

居住する場合にも命を守る・移転を促す取組

居住を避ける取組

 水災害の危険性の高い地域を示す

○従来の浸水範囲に加え、土地の浸水頻度
をわかりやすく図示した「水害リスクマップ」
を新たに整備し、居住誘導や住まい方の
工夫等を促進

災害
レッド
ゾーン

市街化
調整区域

※当資料の水害リスクマップは床上浸水相当（50cm以上）の
浸水が発生する範囲を示しています（暫定版）

※凡例の（ ）内は確率規模を示しており、これは例示です

水害リスクマップの例

○ 市街化調整区域内で市街化区域
と同様の開発を可能とする区域※

から災害レッドゾーン及び災害イ
エローゾーンを原則除外（R4.4～）

※都市計画法第34条第11号、12号
に基づく条例で指定する区域

市街化調整区域内の開発許可の
厳格化

（参考）災害イエローゾーン

条例
区域※

浸水
想定
区域

浸水
想定
区域

災害
レッド
ゾーン

居住
誘導
区域

・浸水想定区域
（土地利用の動向、浸水深（3.0mを目安）
等を勘案して、洪水等の発生時に生命

又は身体に著しい危害が生ずるおそれ
がある土地の区域に限る）

・土砂災害警戒区域
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中国四国農政局

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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農林⽔産省
中国四国農政局

農地・農業利⽔施設を活⽤した流域の防災・減災の推進

江の川上流域⽔害対策協議会資料 流域治⽔への取組紹介１

9



農林⽔産省
中国四国農政局江の川上流域⽔害対策協議会資料 流域治⽔への取組紹介２

農業農村整備事業における⽥んぼダムの取組の推進
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農林⽔産省
中国四国農政局江の川上流域⽔害対策協議会資料 流域治⽔への取組紹介３

「⽥んぼダムの⼿引き」による普及推進

概要版
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農林⽔産省
中国四国農政局江の川上流域⽔害対策協議会資料 流域治⽔への取組紹介４

12



農林⽔産省
中国四国農政局江の川上流域⽔害対策協議会資料 流域治⽔への取組紹介５

https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/kurasi_agwater/ryuuiki_tisui.html

〇「流域治⽔への取組」の問合せ先
農林⽔産省農村振興局整備部⽔資源課
担当者：農業⽤⽔対策室
代表：03‐3502‐8111（内線5516）
ダイヤルイン：03‐3502‐3083

〇 「⽥んぼダム」等の検討について
（流域治⽔、農業⽤排⽔路、排⽔施設等）

中国四国農政局農村振興部設計課
086-224-4511（内線 2922/2622）

〇 「⽥んぼダム」の⽀援について
（農地整備事業／多⾯的機能⽀払交付⾦）

中国四国農政局農村振興部農地整備課
086-224-4511（内線 2661/内線 2671）

「⽥んぼダム」に関する問合せ先
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近畿中国森林管理局

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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中国財務局

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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広島県

江の川流域水害対策協議会（第１回）

20



広島県安芸高田市の江の川水系多治比川では、令和３年８月洪水により、床上浸水105戸、床下浸水126戸の甚大な浸
水被害が発生。このため、浸水対策重点地域緊急事業により、河道掘削、橋梁架替等の整備を実施するとともに、内水対
策や土地利用規制等の流域対策を推進し、早期に地域の安全性の向上を図る。

ごう の かわ た じ ひ がわ

【全体計画】
河川名 ：一級河川 江の川水系多治比川
事業内容 ：河道掘削，橋梁架替等
全体事業費：約74億円
事業期間 ：R4～R9
施工地 ：安芸高田市

【令和４年度当初】
事業内容 ：測量設計等
事業費 ：130百万円（国費65百万円）

③多治比地区浸水状況②相合地区浸水状況①吉田地区浸水状況

浸水対策重点地域緊急事業 【江の川水系多治比川】 （広島県）

※各施設は、今後実施する詳細な調査や検討等の結果により、変わる可能性もある。

0

200

400

R3.8月洪水 事業完了後

事業効果

床上
105戸

床下
126戸

家屋浸水解消

多治比川流域
安芸高田市吉田町

【凡例】
要配慮者施設及び
官公庁

浸水重点事業区間

（R3.８月洪水）

浸水範囲

破堤箇所

●
後相合川

①

③

②

● ●

●

JA吉田総合病院

安芸高田市役所

安芸高田警察署

＜都道府県等の独自事業＞

〇県・市単独事業との連携
・県：堆積土除去、堤防かさ上げ
・市：内水対策（検討中）
○ソフト対策
・県：中小河川の洪水浸水想定区域の指

定、まるごとまちごとハザードマップ
の実施

・市：洪水ハザードマップの更新、立地適
正化計画の策定

・県・市：特定都市河川指定等による流
域治水の推進

地図・空中写真閲覧サービス(国土地理院)のデータを加工して作成地図・空中写真閲覧サービス(国土地理院)のデータを加工して作成

当該事業区間の
浸水戸数（戸）

床上 床下 計

R３.８月
洪水

105 126 231

21



三次市

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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安芸高田市

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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⽴地適正化計画の検討 安芸⾼⽥市 R５年3⽉策定予定

○⽴地適正化計画とは、都市計画法を中⼼とした従来の⼟地利⽤の計画に加えて、居住機能や都市機能の誘導
によりコンパクトシティ形成に向けた取組を推進するために策定する計画であり、平成26年8⽉に都市再⽣特別措
置法が改正され制度化されました。

○制度上、対象区域は都市計画区域内に限定されており、⽣活に必要な商業・医療などの都市機能や、居住機能
を誘導する区域を定め、誘導⽅法等を位置づけることで、⼈⼝密度を維持するための⽅針を定めます。

●医療・福祉・商業・⽂化等の
都市機能を、中⼼拠点や⽣
活拠点に誘導し集約すること
により、これらのサービスの効
率的な提供を図る区域

●⼈⼝減少の中にあっても、⼀定の
エリアにおいて⼈⼝密度を維持す
ることにより、⽣活サービスやコミュ
ニティが持続的に確保されるよう
に居住を誘導する区域

出典︓国⼟交通省資料をもとに⼀部編集 28



北広島町

江の川流域水害対策協議会（第１回）
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発出元 → 発出先
【機密性２情報】

作成⽇_作成担当課_⽤途_保存期間
Ⅰ. 現状と課題

本町における稲作農業は、法⼈化、⼤型化が図られてきたが、
従事者の⾼齢化や担い⼿不⾜が深刻化している。

また、中⼭間地域特有の⼩規模な圃場が多く、法⼈等が多くの
圃場を管理しなくてはならないことから、⽔管理や除草作業が⼗
分に⾏われず、収穫量の減少や景観の悪化、⽔⽥の持つ多⾯的機
能の低下など、法⼈等の経営や地域の環境に⼤きな影響を与えて
おり、圃場の⽔管理と除草作業は作業負担が⼤きく、法⼈等の経
営規模の拡⼤や、若い世代の農業への就農を阻害する要因となっ
ている。
Ⅱ．事業の⽬的

IoTを活⽤したスマート農業で、農作業の省⼒化・効率化を図
ることで、法⼈等の経営規模の拡⼤や収益の増加による若い世代
の雇⽤を創出し、将来の担い⼿を育成する。
また、農地の適正管理による、景観や防災機能を維持し、町⺠の
安⼼安全な暮らしを守る。

Ⅲ. 実証実験概要
中⼭間地域の稲作農業における圃場の⽔管理、除草作業が⼤き

な課題であり、農業従事者との意⾒交換でも、毎⽇の⽔管理が体
⼒的、時間的に⼤きな負担となっていることが分かった。
まずは、⽔管理の省⼒化・効率化についてスマート農業技術
の導⼊効果について実証実験を⾏うこととした。
Ⅳ.実証実験場所
北広島町豊平地域の吉⽊地区をモデル地区に選定
（地区選定理由）

町としても、スマート農業技術の導⼊による⼤型農家の規模拡
⼤や、法⼈化を推進していくこととしている。

吉⽊地区は、地区内の農地を複数の⼤型農家が耕作しており、
⾼齢化が進⾏する中で将来的に法⼈を⽴ち上げ、地区内を1法⼈
で経営していく将来像を掲げ取り組みを⾏っており、実証実験を
⾏うことで法⼈化の実現性をさらに⾼めることが期待できる。

スマート農業への取組 北広島町

30
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江の川流域特定都市河川 流域⽔害対策計画検討スケジュール（案）
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資料−５

※スケジュールは検討の進捗により変更する可能性があります。

検討部会
○計画内容の検討
基本⽅針や計画対象降⾬など法第四条第⼆項に
定める事項

○関係機関協議・調整
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